
告 示

�愛媛県規則第６２号
愛媛県職場適応訓練委託規則及び愛媛県訓練手当支給規則

の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１７年８月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県職場適応訓練委託規則及び愛媛県訓練手当支給

規則の一部を改正する規則

（愛媛県職場適応訓練委託規則の一部改正）

第１条 愛媛県職場適応訓練委託規則（昭和３９年愛媛県規則

第３号）の一部を次のように改正する。

第１４条第４号中「、経済社会の変化に対応する円滑な再

就職を促進するための雇用対策法等の一部を改正する等の

法律（平成１３年法律第３５号）附則第２条第１項の規定によ

りその効力を有するものとされる旧特定不況業種等関係労

働者の雇用の安定に関する特別措置法（昭和５８年法律第３９

号）第１３条若しくは第１４条」を削り、「、第４条第１項、

第８条若しくは第９条」を「若しくは第４条第１項」に改

める。

様式第１号の表指示に関する事項指示の種類の欄中「、

特定不況業種離職者」を削る。

（愛媛県訓練手当支給規則の一部改正）

第２条 愛媛県訓練手当支給規則（昭和４１年愛媛県規則第４１

号）の一部を次のように改正する。

第３条第１項第１６号を削る。

様式第１号中
「
第１２号

旧第１３
号

を
「
第１２号 に、

」 」

「 雇用対策法施
行規則附則

第２条
第１項

第７条
第１項

第２号 第２号

「
雇用対策法施
行規則附則第
２条第１項

第２号

を に、

」 」

「 � 駐留軍離職者等臨時措置法・炭
鉱労働者等の雇用の安定等に関す
る臨時措置法該当者の有無

有（○駐 ・
○炭 ）無

を

」

「 � 駐留軍離職者等臨時措置法該当
者の有無

有・無 に
」

改め、同様式注を削る。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に第１条の規定による改正前の愛媛

県職場適応訓練委託規則様式第１号の規定により提出され

ている書類又は第２条の規定による改正前の愛媛県訓練手

当支給規則様式第１号の規定により提出されている書類は

、第１条の規定による改正後の愛媛県職場適応訓練委託規

則様式第１号の規定により提出されている書類又は第２条

の規定による改正後の愛媛県訓練手当支給規則様式第１号

の規定により提出されている書類とみなす。

３ この規則施行の際現にある第１条の規定による改正前の

愛媛県職場適応訓練委託規則様式第１号及び第２条の規定

による改正前の愛媛県訓練手当支給規則様式第１号の規定

による書類の用紙は、当分の間、これを訂正して使用する

ことができる。

�愛媛県告示第１５３２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項本文の

規定により、次のとおり愛媛県市町総合事務組合を組織する

地方公共団体の数の増減及び同組合の規約の変更を許可した

。

平成１７年８月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 増減等の内容

� 増減内容

組合を組織する地方公共団体のうち、吉田町、三間町

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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及び津島町が宇和島市と合併し宇和島市となることに伴

い、平成１７年７月３１日をもって吉田町、三間町及び津島

町を愛媛県市町総合事務組合から脱退させる。

� 規約の変更事項

組合を組織する地方公共団体から吉田町、三間町及び

津島町を削るなど、所要の変更を行う。

２ 増減等の年月日

� 増減年月日

平成１７年７月３１日

� 規約の変更年月日

平成１７年８月１日

３ 増減等の許可年月日

平成１７年７月２９日

�������
�愛媛県告示第１５３３号
市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号）

第９条の２第１項においてその例によることとされている地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項本文の規定

により、次のとおり南予水道企業団を組織する地方公共団体

の数の減少及び同組合の規約の変更を許可した。

平成１７年８月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 減少等の内容

� 減少内容

南予水道企業団（以下「企業団」という。）を組織す

る地方公共団体のうち、宇和島市、吉田町及び三間町が

、津島町と合併し宇和島市となることに伴い、平成１７年

８月１日から企業団を宇和島市及び他の地方公共団体が

組織する一部事務組合とするため、企業団を組織する地

方公共団体の数を減少させる。

� 変更事項

企業団を組織する地方公共団体から吉田町及び三間町

を削るなど、所要の変更を行う。

２ 減少等の年月日

平成１７年８月１日

３ 減少等の許可年月日

平成１７年７月２９日

�������
�愛媛県告示第１５３４号
市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号）

第９条の２第１項においてその例によることとされている地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項本文の規定

により、次のとおり津島水道企業団を組織する地方公共団体

の数の減少及び同組合の規約の変更を許可した。

平成１７年８月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 減少等の内容

� 減少内容

津島水道企業団（以下「企業団」という。）を組織す

る地方公共団体のうち宇和島市及び津島町が、吉田町及

び三間町と合併し宇和島市となることに伴い、平成１７年

８月１日から企業団を宇和島市及び他の地方公共団体が

組織する一部事務組合とするため、企業団を組織する地

方公共団体の数を減少させる。

� 変更事項

企業団を組織する地方公共団体から津島町を削るなど

、所要の変更を行う。

２ 減少等の年月日

平成１７年８月１日

３ 減少等の許可年月日

平成１７年７月２９日

�������
�愛媛県告示第１５３５号
市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号）

第９条の２第１項においてその例によることとされている地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項本文の規定

により、次のとおり宇和島地区広域事務組合を組織する地方

公共団体の数の減少及び同組合の規約の変更を許可した。

平成１７年８月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 減少等の内容

� 減少内容

組合を組織する地方公共団体のうち、宇和島市、吉田

町、三間町及び津島町が合併し、宇和島市となることに

伴い、平成１７年８月１日から組合を宇和島市及び他の地

方公共団体が組織する一部事務組合とするため、組合を

組織する地方公共団体の数を減少させる。

� 変更事項

組合を組織する地方公共団体から吉田町、三間町及び

津島町を削るなど、所要の変更を行う。

２ 減少等の年月日

平成１７年８月１日

３ 減少等の許可年月日

平成１７年７月２９日

�������
�愛媛県告示第１５３６号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令

第８号）第１条第１項の規定による救急病院でなくなった。

平成１７年８月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１５３７号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令

第８号）第１条第１項の規定による救急病院である。

平成１７年８月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

名 称 所 在 地 開 設 者 名

市立宇和島病院 宇和島市御殿町１番１号
平成１７年７月３１
日における宇和
島市

町立吉田総合病院 北宇和郡吉田町大字北小路甲
２１７番地 吉 田 町

愛 媛 県 報平成１７年８月１２日 第１６８４号
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�愛媛県告示第１５３８号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定

により、次のように保安林の指定を解除する。

平成１７年８月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除に係る保安林の所在場所

今治市玉川町木地字コマンコエ辛８の８

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第１５４０号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という

。）第２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する

工事のしゅん功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、愛南町役場にお

いて告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧するこ

とができる。

平成１７年８月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

愛南町

南宇和郡愛南町城辺甲２４２０番地

代表者 愛南町長 谷口 長治

南宇和郡愛南町城辺甲４１７９番地２

２ 埋立区域

� 位置

南宇和郡愛南町魚神山５４３番３から同２４１番５に至る

地先公有水面

� 区域

次の１点から９点までを順次直線で結んだ線並びに９

点と１点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ＋２．

１０メートル）における公有水面と陸地との境界線により

囲まれた区域

基点（南宇和郡愛南町魚神山５４３番３地先の２号防波

堤に設置された金属鋲）は、北緯３３度０３分１５秒、東経１

３２度２４分２９秒の地点

１点は、基点から真北２５４度４５分３７秒５４．２６メートル

の地点

２点は、１点から真北９８度０４分０５秒１７．６６メートルの

地点

３点は、２点から真北２１１度５０分１５秒１０．２８メートル

の地点

４点は、３点から真北３０１度５０分１５秒０．６０メートルの

地点

５点は、４点から真北２１１度５０分１５秒１．００メートルの

地点

６点は、５点から真北３０１度５０分１５秒４．００メートルの

地点

７点は、６点から真北２１１度５０分１５秒１１５．９０メートル

の地点

８点は、７点から真北１２１度５０分１５秒４．００メートルの

地点

９点は、８点から真北２１１度５０分１５秒２．６３メートルの

地点

� 面積

２，７４５．０７平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成１６年３月１５日 愛媛県指令１５港第３３８号

４ しゅん功認可年月日

平成１７年８月１２日

�愛媛県告示第１５３９号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１０条の規定に基づき、平成１７年８月１日次のように区画漁業を免許した。

平成１７年８月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

市立宇和島病院 宇和島市御殿町１番１
号

宇和島市
平成２０年
７月３１日
まで宇和島市立吉田

病院
宇和島市吉田町北小路
甲２１７番地

免 許 番 号 漁 業 権 者 の 住 所 及 び 氏 名 免 許 の 内 容 漁 業 権 の 存 続 期 間

字区第２４７号 宇和島市戸島２２１８番地
戸島漁業協同組合 外１名

平成１７年４月８日愛媛県
告示第８４０号のとおり

平成１７年８月１日から
平成２６年３月３１日まで

字特区第３８４号 宇和島市下波３０４８番地
下波漁業協同組合 〃 平成１７年８月１日から

平成２１年３月３１日まで

字特区第３８５号 〃 〃 〃

字特区第３８６号 〃 〃 〃

字特区第３８７号 〃 〃 〃

愛 媛 県 報平成１７年８月１２日 第１６８４号
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公 告

��������������

正 誤

�愛媛県告示第１５４１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１７年８月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１７年８月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１７年８月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�正 誤

平成１７年４月２６日付け第１６５３号付録中

５ページ訓令の部に次のように加える。

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１７西建管第５３７号

平成１７年７月２２日
西条市玉津字西新開２３３番２

松山市勝山町二丁目４番地７
株式会社ミツワ都市開発
代表取締役 佐 伯 教 義

１７四土（開）第１１号

平成１７年７月２５日

四国中央市上分町字金澤１１８４番１、１１８７番２、１１８８番２、１１８９番１
、１１８９番２、１１９０番、１１９１番、１１９２番１、１２２３番２、１２２３番１１、１２
２４番、１２３７番３、１２５１番１、１５２６番、１５２７番、１５２８番、１５２９番及び
１５３０番

四国中央市金生町下分３５０番地
星高製紙株式会社
代表取締役 星 川 修

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１７年８月１日 特定非営利活動法人
西条スポーツ・文化支援協会 小 林 義 明 愛媛県西条市ひうち１番地の１６ この法人は、西条市民が、いつでも、どこ

でも、いつまでも、それぞれの年齢や技術
、興味、目的に応じてスポーツ・文化・芸
術に親しむことのできる社会の実現に向け
て、市と家庭、学校、地域の連携をとりな
がら、スポーツ・文化・芸術を通して「明
るく豊かな社会生活環境」を整えるための
支援を行う。
加えて、合併によって増えた公共施設を、
これまで以上に活用することによって、施
設の活性化も推進し、市民の健康増進に寄
与することを目的とする。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１７年８月１日 特定非営利活動法人
ｅワーク愛媛 �波江 任 愛媛県新居浜市北内町三丁目１２

番２５号
この法人は、障害者や中高齢者、若年者（
特にフリーター、ニート、新卒者）、女性
などの求職者を対象とした、就業能力の向
上やスキルアップのためのトレーニング、
就職支援、求人開拓、一般企業への啓蒙・
提案活動、職業紹介、労働者派遣、雇用確
保のための業務請負などを行い、障害者の
自立支援、中高齢者福祉の増進、若年者へ
の社会教育の推進、障害者差別や年齢・性
別による就職差別からの人権擁護、男女共
同参画社会の形成促進を図り、広く公益に
貢献することを目的とする。

１１―２ えひめブランド推進班規程………………………………………………………………… （農産園芸課） ４．１号外４ １

愛 媛 県 報平成１７年８月１２日 第１６８４号

８２６



�正 誤

平成１７年１月１４日付け第１６２４号愛媛県公安委員会告示第１

号（指定講習機関の公示事項の変更）中

�������
�正 誤

平成１７年１月１４日付け第１６２４号愛媛県公安委員会告示第２

号（運転免許取得者教育を行う者の公示事項の変更）中

ページ 箇 所 誤 正

４５ 上から１行目 ○愛媛県公安委員会
第１号

○愛媛県公安委員会
告示第１号

ページ 箇 所 誤 正

４５ 上から１行目 ○愛媛県公安委員会
第２号

○愛媛県公安委員会
告示第２号

愛 媛 県 報平成１７年８月１２日 第１６８４号

８２７
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